
別記様式第3（第15条関係） 

 

地域貢献活動実施状況報告書 

 

  令和 8 年 9 月 17 日 

 

 名古屋市長 

 

報告者 住  所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

氏  名 三井住友信託銀行株式会社 

     代表取締役 米山 学朋 

 

名古屋市商業者等による地域貢献活動の推進に関する条例運用要綱第15条第 1 項の

規定により、次のとおり報告します。 

大規模小売店舗の名称 ロピアモール滝ノ水 

大規模小売店舗の所在地 名古屋市緑区滝ノ水五丁目１４０１番 ほか１筆 

地域貢献活動の実施に 

関 す る 基 本 的 な 方 針 

幅広い世代のお客様に、楽しさと期待感のある買い物体験

を提供し、地域の皆様に親しまれ、愛される新たな食の拠

点づくりに貢献いたします。 

また、地域における雇用の場を創出し、就業機会の拡大を

図ることで、地域経済の活性化に貢献いたします。 

連 絡 先 

担 当 部 署 株式会社OICグループ 店舗開発部 

電 話 番 号 03‐6665‐9449 

 

 

 

 



地
域
貢
献
活
動
の
実
施
状
況 

分野 項目 細目 活動内容 実施時期 

１ 

地
域
づ
く
り 

①町の美化 地域の清掃活動の

実施 

・外構及び敷地内の定期清掃活動を

実施 随時 

ノーポイ運動の推

進 

・敷地周辺の定期巡回・清掃活動を

実施 随時 

協力団体への参

加・協力 

・関係団体等からの要請に応じ、可

能な範囲で協力 
随時 

②交通安全 交通安全の普及・

啓発 

・繁忙時、駐車場出入口付近に誘導

員の適宜配置を検討 
繁忙時 

③地域の祭

り・スポー

ツ・文化活動 

地域の祭り、伝統

行事、文化活動、地

域レクリエーショ

ン大会等への参

加・協力 

・地域行事等への要請に応じ、可能

な範囲で協力 

適宜 

④地域商業

関係団体等

との連携 

地域商業関係団体

等への加入・協力 

・名古屋商工会議所へ加入済 

通年 

２ 

防
犯 

②青少年健

全育成 

子ども見守り活動

の実施 

・「こども 110 番の家」へ登録し、

子どもの見守り活動に協力 
通年 

青少年の健全育成 ・若者のたまり場化を抑制のため、

自動販売機の屋外設置は実施しな

い。 

通年 

③店舗敷地

内外におけ

る防犯対策 

防犯対策の実施 ・防犯カメラの設置 

・警備員や従業員による定期的な巡

回 
通年 

④緊急通報

体制 

事件・事故発生時

の緊急通報体制の

確立 

・事件・事故発生時における迅速な

警察へ通報実施 
発生時 

３ 

防
災 

①災害への

備え 

発災への準備 ・避難訓練の実施 随時 

防火運動・放火さ

れない環境づくり 

・消防、防災訓練の実施 

随時 

 



 

 

③その他 防災への支援・協

力 

・災害発生時には、可能な限り早期

の復旧と営業再開に努める。 
災害時 

４ 

自
然
環
境 

①３Ｒの推

進 

リデュース（発生

抑制） 

・マイバック、マイバスケット制度

の導入 

・レジ袋有料化等レジ袋削減の実施 

通年 

リサイクル（再生

利用） 

・資源回収ボックスの設置 
通年 

②省エネル

ギー対策 

CO₂の削減 ・省エネ型照明器具の設置 

・空調・冷凍機などに省エネ型機器

を導入 

通年 

⑤ヒートア

イランド・地

球温暖化対

策 

都市緑化への取り

組み 

・駐車場でのアイドリングストップ

の啓発 

通年 

⑥その他 自然環境に関する

取り組み 

・厨房除害設備設置施設 

・店舗雑排水の一時タンクの設置

（グリストラップ等） 

通年 

５ 

健
康
・
福
祉
・
子
育
て 

②障害者・高

齢者への配

慮 

 

障害者への配慮 ・点字ブロック、身障者用トイレ（オ

ストメイト対応）の設置 

・客用トイレのバリアフリーと手摺

の設置 

・身障者用駐車スペース確保 

通年 

高齢者への配慮 ・お客様用トイレのバリアフリー化

および手すりの設置 

・身体障害者用駐車スペースを確保 

・スロープ等で床の段差解消 

通年 

６ 

雇
用
・
労
働 

①地域雇用 就業機会の確保 ・地域からの優先的な採用の実施 
通年 

②労働環境 働きやすい職場環

境の整備 

・正社員採用の機会確保への配慮 
通年 

③男女平等

参画 

男女平等参画の推

進 

・関係法令の遵守 
通年 

７ 

撤
退
等 

①店舗閉鎖

時・核テナン

ト撤退時の

対策 

早期の情報開示・

提供 

・必要が生じた場合は、立地法との

関連を含め速やかに情報を開示 

（当面、店舗閉鎖予定はありませ

ん） 

通年 



後継店の確保 ・失業者の発生や地域住民の買物利

便性の低下を抑えるため、後継店

の確保に努める。（当面、店舗閉

鎖予定はありません） 

通年 

店舗閉鎖に伴う環

境悪化の防止 

・早期に後継店との協議・契約を進

める。（当面、店舗閉鎖予定はあ

りません） 

閉店時 

８ 

そ
の
他 

①その他地

域貢献への

取り組み 
 

周辺の街並みづく

り・魅力発信 

・行政指導に基づく緑地を確保 

・外壁の色彩等は、条例基準に基づ

き周辺景観へ配慮 

通年 

 


